
民泊施設品質・安全性向上推進補助金：Ｑ＆Ａ

１．補助対象事業者について

Ｑ１－１．申請出来る者はだれか。

Ａ　 住宅宿泊事業法に基づく届出をしている者であって、かつ、次の各号を全て満たしている者です。

(1)　令和８年（２０２６年）３月31日（火）までに、日高管内で住宅宿泊事業法の届出を行い、営業を

　 開始しているもの。

(2)　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第３条又は第４条の規定

　に基づき都道府県公安委員会が指定した暴力団等の構成員を、役員、代理人、支配人その他の使用人等

　として使用している者でないこと。

Ｑ１－２．本社が日高管内にない場合も対象となるか。

A　旅館業法上の許可又は住宅宿泊事業に基づく届け出をしており、日高管内で事業を営んでいる場合は

　対象となります。

Ｑ１－２．旅館業法等の宿泊事業者（ホテル、旅館、簡易宿所）も申請できるか。

A　住宅宿泊事業法の届出者以外は対象となりません。旅館業法に基づく宿泊事業者に係る補助事業に

　ついては、北海道の観光地づくり加速化補助金を確認ください。

２．補助対象経費について

Ｑ２－１．想定している改修等の内容が補助対象となるか不明。

Ａ　省エネ・省力化に資する取組か安心・安全に資する取組であれば対象となります。

　　個別具体の取組に係る照会は事務局にお問い合わせください。

Ｑ２－２．居室内のテレビが古いため買い換える場合、補助対象となるか。

Ａ　省エネ・省力化に資すものである場合は補助対象です。

Ｑ２－３．居室内にエアコンを設置する場合、補助対象となるか。

Ａ　宿泊者の安心・安全に資する経費として補助対象です。

Ｑ２－４．①通販で購入した場合の運送料や②商品代金支払いのための銀行振込手数料は補助対象と

　　　　　なるか。

A 　①運送料は、対象経費と認められます。見積に含めて記載してもらうようにしてください。

　　②振込手数料については、対象外となります。

Ｑ２－５．リースは対象となるか。

Ａ　リース、レンタル契約のソフトウェアやハードウェアに要する経費は対象となりません。

　　その他、クラウド型システムの月額料金、通信費等（インターネット回線等）も対象外です。

Ｑ２－６．令和9年 3 月31日までに導入と代金支払が終わらない場合、補助金の交付対象となるか。

Ａ　交付を受けるには令和9年3月31日までに設備等の導入及び支払を終える必要があります。

Ｑ２－７．他の補助金等との併給は可能か。

A　国や道の他の補助金等の交付を受けているものは対象となりません。

　  本補助金の交付後に他の補助金等の交付を受けている事実が判明した場合は本補助金を返還していた

  だくことになりますのでご注意ください。

Ｑ２－８．中古品は対象となるか。

A　事業者以外（個人）からの購入やオークションによる購入、中古品は補助対象となりません。

Ｑ２－９．ノート PC を購入するが、モニターも対象となるか。

A　 ノート PC は単体で使用可能な機器であるため、外付けモニターは対象外となります。

Ｑ２－１０．マウスやキーボードは補助対象となるか。

A　 ノート PC の場合は単体で使用可能なため、マウスやキーボードは対象外となります。

　　デスクトップ PC の場合はマウスやキーボードなしでは使用できないため、補助対象となります。

Ｑ２－１１．利用者の移動手段確保のための電動自転車等の新規導入は対象となるか。

A　 「安心・安全に資する取組」及び「省エネ・省力化に資する取組」以外の取組は対象外となります。

　（※ 「宿泊者が車を使わないことで省エネにつながる」については、車を利用する宿泊者の省エネ化

　　　となりますが、補助対象者である事業者の省エネ化とならないため対象外となります。）



３．交付申請について

Ｑ３－１．申請はどのように行うか。

A　 補助金の申請については、[交付申請の手引き]を参照の上、申請書類を作成し、申請してください。

　　郵送の他、電子メールにて申請が可能です。

Ｑ３－２．申請書の提出期限はあるか。

A　 申請日の締め切りは令和 ９年 １月 ４日（月）です。（同日消印有効）

Ｑ３－３．複数施設を運営しているが、申請はまとめて行っていいか。

A　 まとめての申請はできないため、１施設ごとに申請をお願いします。

　　また、システム導入において、複数施設で同一のシステムを導入する場合は申請前に事務局にご連絡

　ください。

４．補助事業の変更申請について

Ｑ４－１．申請内容を変更しようとする場合は、どうすればよいか。

A　申請内容を変更しようとするときは、事前に「変更承認申請書」を提出し、日高振興局長の承認を

　受けてから、導入等を行ってください。

　　ただし、申請内容の変更に伴い、補助対象経費が増額となった場合でも、交付決定した補助金額は

　増額されません。

　　なお、補助対象経費の総額の20％以内増減の場合、変更申請は不要です。

Ｑ４－２．変更申請が必要な場合、不要な場合の具体例は。

A　変更申請が必要な場合、不要な場合の具体例は以下のとおりです。

【変更申請が必要な場合の例】

・交付決定を受けた補助対象経費の総額の変更（20%以内の増減は除く）

・導入するシステム等の使用目的の変更

・導入する品目の変更（PC からタブレットに変更等）

・導入するシステム等の追加、取りやめ　など

【変更申請が不要な場合の例】

交付決定を受けた補助対象経費の総額の20%以内の増減かつ、以下の変更の場合

・型式やメーカーなどの変更

・スペックの変更（1TB のHDD から500GB のHDD に変更等）

・購入先の変更　など

※　上記以外の場合でも変更申請が必要となる場合がありますので、判断に迷われた場合は、

　　必ず事務局にご相談ください。

　

５．実績報告について

Ｑ５－１．事業はいつまでに完了する必要があるか。

A　令和９年３月31日までに購入や設置等、支払いを終える必要があります。

事業完了後30 日以内または令和９年４月10日までのうち、いずれか早い日までに「補助事業等実績報告 書類

一式」等必要な書類を作成し報告をしてください。



６．制度・その他について

Ｑ６－１．複数回の申請は可能か。

A　申請は、１施設に付き１回のみです。

Ｑ６－２．補助金はいつ支払われますか。事前に支払いを受けられるか。

A　実績報告後、審査の上、支払われます。なお、概算払いは行いません。

Ｑ６－３．交付決定以降の注意点を教えて欲しい。

A　(１)補助事業の経理

　　補助事業に関する帳簿及び書類を備え、本補助事業に要した経費とそれ以外の経費とを区別すること

　ができるよう整理し、これを補助事業の完了の日の属する年度の翌年度（令和９年度）から５年間保存

　しなければなりません。

(２)財産の管理

　　補助事業により取得又は効用の増加した財産（１件当たりの取得価格又は増加価格が10 万円以上の

　財産）については、台帳を設け、保管状況を明らかにしておく必要があります。

(３)財産の処分

　　補助事業により取得又は効用の増加した財産（１件当たりの取得価格又は増加価格が10 万円以上の

　財産）を、この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、取り壊し、担保に供

　してはいけません。これらに該当する処分をしようとするときは、あらかじめ日高振興局長の承認を受

　けなければなりません。

　　また、取得財産等の処分をすることにより収入があるときは、その収入の全部又は一部を道に納付い

　ただく場合があります。

　　なお、承認を得ずに処分を行った場合、交付決定の取消・返還命令の対象となります。

　※　減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）で定める耐用年数を過ぎた

　　ものは除きます。

(４)情報公開

　　北海道情報公開条例（平成10 年北海道条例第28 号）に基づき、不開示情報（個人情報、法人等の適

　正な利益を害する情報等）を除いて、道に提出した書類は情報公開の対象となります。

(５)立入検査

　　交付決定後、必要に応じて、立入検査を実施する場合があります。


